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1 中間層減税および課税簡素化法

2 オフショアリング終了法（企業の海外移転阻止を図る法）

3 米国エネルギーおよびインフラストラクチャー（社会資本）法

4 学校選択・教育機会法（学校選択の自由度向上など）

5 オバマケア（オバマ政権による医療保険制度改革）廃止・置換法

6 育児・介護費用適正化法

7 不法移民終結法

8 地域安全回復法（凶悪犯罪対策の強化など）

9 国家安全保障回復法

10 ワシントン腐敗一掃法

(出所）トランプ氏ウエブサイト等より三井住友アセットマネジメント作成

【大統領就任後100日以内の立法化を目指す10の政策】

「トランプ次期政権」の骨格は？（米国） 

2016年12月2日 

接戦となった2016年の大統領選挙では、共和党のドナルド・トランプ氏が民主党のヒラリー・クリントン氏に勝

利しました。最終的に獲得した選挙人の数はトランプ氏が306人、クリントン氏が232人であり、この選挙人に

よる形式上の投票が12月19日に行われます。明けて17年1月6日に議会が選挙人の投票結果を承認し、

同月20日の大統領就任式を経て、正式にトランプ政権が誕生します。 

（No.1,958） 
〈マーケットレポートNo.5,135〉 

2016年11月29日 米国の債券市場（2016年11月その2） 
2016年11月28日 米国株式市場の見通し 

■立法化を目指す10の政策案は右表の通りです。

大型減税を含む税制改革が目玉となります。 

■他方、大統領就任初日から取り組む措置としては、

①選挙期間中から主張してきた、環太平洋戦略的

経済連携協定（TPP）からの離脱、②北米自由

貿易協定（NAFTA）について再交渉ないしは脱

退、③中国を通貨操作国に認定、④米国内にお

けるエネルギー資源開発に関する規制の撤廃、⑤

罪を犯した不法移民の国外退去、などが挙げられて

います。 

■大統領就任後の最初の100日間は、ハネムーン（蜜月）期間と呼ばれます。発足直後の新政権は一般

的に高い支持率を示す傾向が見られ、米国では報道機関のみならず、野党もこの期間は新政権への批判

を避ける慣習があります。トランプ氏は10月22日に、このハネムーン期間中に取り組む18の措置と、議会との

協力のもとに立法化を目指す10の政策案を発表しました。 

「トランプ次期政権」の100日計画 
大統領就任初日から取り組む18の措置を発表 

■「トランプ次期政権」を支える閣僚人事に目を向け

ると、国務長官（日本の外務大臣に相当）、国

防長官と並ぶ最重要ポストのひとつである国家安全

保障担当大統領補佐官に、マイケル・フリン氏を指

名しました。同氏は元陸軍中将、国防情報局長官

で、軍事・安全保障が専門です。今回の大統領選

挙でいち早くトランプ氏支持を表明、反イスラム的と

しても知られています。 

■国務長官には、2012年大統領選挙の共和党候

補だったミット・ロムニー氏、国防長官には元海兵隊

大将のジェームズ・マティス氏などの名前が挙がってい

ます。いずれもタカ派として有名です。一方、経済関

連の閣僚には、財務長官に大手証券会社ゴールド

マン・サックス社出身のスティーブン・ムニューチン氏、

商務長官には投資家のウイルバー・ロス氏が就く見

通しです。 

国家安全保障関連の重要な閣僚ポストにはタカ派を充てる見通し 

立法化を目指す政策では税制改革が目玉 
就任初日から取り組む措置では、TPPからの離脱を目指す 

http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/usa/news161129us.html
http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/usa/news161128us.html

